
第１号様式（第９条関係） 

（第1面） 

 
京都市建築物火災安全改修モデル事業補助金交付申請書 

 
（宛先）京都市長 年  月  日 
申請者の住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在

地） 

 

申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 
 

（電話    －   －     ） 
 
 京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により補助金の交付を申請します。 
１ 補助対象者の

概要 
申請者区分 

□ 所有者 
□ 所有者以外（                ） 

２ 補助対象建築

物の概要 

名称（棟名）  
所在地  
用途  
構造                          造 
階数 地上   階 地下   階 （塔屋   階） 
延べ面積              ㎡ 
建築基準法の違反の有無※ □ 無   □ 有 

建築確認※ 
当初      年   月   日  第     号 
最終      年   月   日  第     号 

検査済証※ 
当初      年   月   日  第     号 
最終      年   月   日  第     号 

特定建築物の定期報

告（対象の場合）※ 
ＩＤ番号              号 
最新提出日   年   月   日   

登 記 上 の 新 築 年 月 日 ※          年   月   日 

他の補助金等の交付 □ 有（同種類似の補助金等）  □ 無 

火災時の安全対策が

不十分な箇所及びそ

の内容 

□ 直通階段の数 
□ 竪穴部分の区画化 
□ 避難経路の防火・防煙対策 
□ その他（                   ） 

３ 補助事業の内

容等 

補助事業着手予定日 年  月  日 
補助事業完了予定日 年  月  日 

実施を予定している

火災安全改修 

□ 直通階段の増設 
□ 避難上有効なバルコニーの設置 
□ 竪穴部分の防火・防煙区画化 
□ 退避区画の設置 
□ その他（                  ） 



（第2面） 

３ 補助事業の内

容等 

火災安全改修を実施

するにあたり、工夫が

必要となる理由 

□ 技術的な工夫 

 
 
 

□ 事業プロセスの工夫 

 
 
 

火災安全改修計画の 
作成者 
（複数者の場合は、別

紙で添付） 

氏名 
（   ）建築士 （   ）登録第       号 
所属事務所名称 
（         ）知事登録第        号 
代表者名 
所在地 

火災安全改修工事 
施工予定者 

名称 
所在地 

４ 補助事業に要する費用の総額 円 

５ 交付申請予定額（千円未満切り捨て） 円 

※ 分かる範囲で御記入ください。不明の場合は空欄にしてください。 



第２号様式（第１３条第２項関係） 

 

 
京都市建築物火災安全改修モデル事業変更承認申請書 

 
（宛先）京都市長 年  月  日 
申請者の住所（法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在

地） 

 

申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては，名称及び代表者名） 

 
 

（電話    －   －     ） 
 
 京都市建築物火災安全改修モデル事業補助金交付要綱第１３条第２項の規定により補助事業の変更の

承認を申請します。 
１ 補助対象建築物

の概要 
名称（棟名）  
所在地  

２ 交付決定の内容 
交付決定日及び番号     年  月  日 京都市指令都建安第   号 
交付予定額 円 
完了予定日 年  月  日 

４ 変更の内容 

（変更前） 
 
 
 
 
（変更後） 
 
 
 
 

５ 変更の理由 

 
 
 
 
 

６ 変更後の補助事業に要する費用の総額 円 
７ 変更後の交付申請額（千円未満切り捨て） 円 

 



第３号様式（第１３条第４項関係） 
 

京都市建築物火災安全改修モデル事業（中止・廃止）承認申請書 

 
（宛先）京都市長 年  月  日 
申請者の住所（法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在

地） 

 

申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては，名称及び代表者名） 

 
 

（電話   －   －     ） 
 
 京都市建築物火災安全改修モデル事業補助金交付要綱第１３条第４項の規定により補助事業の（中

止・廃止）を申請します。 ※「中止」又は「廃止」に○印 
１ 補助対象建築物

の概要 
名称（棟名）  
所在地  

２ 交付決定の内容 
交付決定日及び番号     年  月  日 京都市指令都建安第    号 
交付予定額 円 

３ 中止・廃止予定日 年  月  日 
４ 再開予定日（中止の場合） 年  月  日 

５ 中止・廃止の理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※中止：補助事業の実施を一旦取りやめる（再開の見込みあり）こと。 
 廃止：補助事業の一部又は全部の実施を取りやめ、事業を終了すること。 
 



第４号様式（第１４条第１項関係） 

 

 
京都市建築物火災安全改修モデル事業中間結果報告書 

 
（宛先）京都市長 年  月  日 
報告者の住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在

地） 

 

報告者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 
 

（電話    －   －     ） 
 
 京都市建築物火災安全改修モデル事業補助金交付要綱第１４条の規定により補助事業の中間結果を報

告します。 
１ 補助対象建築物

の概要 
名称（棟名）  
所在地  

２ 交付決定の内容 
交付決定日及び番号     年  月  日 京都市指令都建安第    号 
交付予定額 円 

３ 補助事業の内容

等 

補助事業着手日 年  月  日 
工事着手予定日 年  月  日 

実施する火災安全改

修 

□ 直通階段の増設 
□ 避難上有効なバルコニーの設置 
□ 竪穴部分の防火・防煙区画化 
□ 退避区画の設置 
□ その他（                  ） 

実施する工夫の内容 

□ 技術的な工夫 
 
 
 
□ 事業プロセスの工夫 
 
 
 

火災安全改修計画の 
作成者 
（複数者の場合は、

別紙で添付） 

氏名 
（   ）建築士 （   ）登録第       号 
所属事務所名称 
（         ）知事登録第        号 
代表者名 
所在地 

火災安全改修工事 
施工者 

名称 
所在地 

４ 補助事業に要する費用の総額 円 
 



第５号様式（第１５条第１項関係） 

（第1面） 

 
京都市建築物火災安全改修モデル事業完了実績報告書 

 
（宛先）京都市長 年  月  日 
報告者の住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在

地） 

 

報告者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 
 

（電話    －   －     ） 
 
 京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条の規定により補助事業の完了を報告します。 
１ 補助対象建築物

の概要 
名称（棟名）  
所在地  

２ 交付決定の内容 
交付決定日及び番号     年  月  日 京都市指令都建安第    号 
交付予定額 円 

３ 補助事業の内容

等 

補助事業着手日 年  月  日 
補助事業完了日 年  月  日 

実施した火災安全改

修 

□ 直通階段の増設 
□ 避難上有効なバルコニーの設置 
□ 竪穴部分の防火・防煙区画化 
□ 退避区画の設置 
□ その他（                  ） 

実施した工夫の内容 

□ 技術的な工夫 
 
 
 
□ 事業プロセスの工夫 
 
 
 

火災安全改修計画の 
作成者 
（複数者の場合は、

別紙で添付） 

氏名 
（   ）建築士 （   ）登録第       号 
所属事務所名称 
（         ）知事登録第        号 
代表者名 
所在地 

火災安全改修工事 
施工者 

名称 
所在地 

４ 普及啓発等の取組 
□ 共有者又は賃借人に対する火災安全改修ガイドライン

の周知 
□ その他（                   ） 



（第2面） 

５ 軽微な変更の内容（別紙でも可） 

 
 
 
 

６ 補助事業に要した費用の総額 円 
７ 交付申請額（千円未満切り捨て） 円 

※ 補助事業の廃止に係る市長の承認を得た場合の交付申請額は、補助事業に要した費用のうち、廃止

時点で完了している範囲に限ります。 



第６号様式（第１５条第１項第４号関係） 

（第1面） 

建築士による適合確認書 

 
（宛先）京都市長 年  月  日 
所属事務所名称 
 

報告者 
氏名 

（         ）知事登録第        号 

代表者名 （   ）建築士 （   ）登録第       号 

所在地 （電話    －   －     ） 

 

当該報告にかかる建築物の整備内容と建築物の設計内容との適合状況は、次のとおりであることを証明する。 

なお、改修工事内容に係る証明について、故意又は悪意による虚偽の証明、未確認での証明などの行為があった

ことが判明した場合には、建築士法第１０条の規定に基づく懲戒処分の対象となることを十分に理解した上で、証

明したものであることを確認します。 

１ 対象建築物の概要 

名称（棟名）  
所在地  
用途  
構造                           造 
階数 地上   階 地下   階 （塔屋   階） 
延べ面積              ㎡ 

２ 火災安全改修計画

書に記載されてい

る改修工事内容

と、実際の改修工

事内容の適合確認 

実施した火災

安全改修 

□ 直通階段の増設 
□ 避難上有効なバルコニーの設置 
□ 竪穴部分の防火・防煙区画化 
□ 退避区画の設置 
□ その他（                        ） 

確認内容 

□ 現地において、改修工事の状況及び改修工事が完了していること

を確認している。 
□ 交付申請書（交付変更申請を行った場合は、最終の申請書）に記

載されている改修工事内容と、実際の改修工事内容が一致してい

ることを確認している。 
□ 完了実績報告書に添付した改修工事前・施工中・工事完了後の改

修工事箇所の写真について、実際の改修工事箇所のものであるこ

とを確認している。 

設計変更の有
無 

中間結果報告時（交付変更申請を行った場合は、最終の申請時）から

の設計変更の有無 
※有の場合は、完了実績報告書の「５ 軽微な変更の内容」に変更内容を記入して

ください。 
□ 有 □ 無 
改修の結果、避難上安全な構造となるとして認められた内容に関する

変更の有無 
※有の場合で、京都市建築物火災安全改修モデル事業補助金交付要綱大１３条第３

項に規定する軽微な変更事項に該当しない場合は、同条第２項に規定する変更の承

認申請が必要です。 
□ 有 □ 無 

２ 火災安全改修計画 設計変更後の 設計変更の対象となる工事内容 



（第2面） 

書に記載されてい

る改修工事内容

と、実際の改修工

事内容の適合確認 

適合性の確認  
 
 
変更の概要 
 
 
 
避難上安全な構造となるとして認められた内容に影響を与えないと判

断した理由 
 
 
 
 
 

 



第９号様式（第１５条１項６号関係） 

火災安全改修モデル事業に要した経費の内訳書 
（事業着手日）   年  月  日             （作成年月日） 令和  年  月  日 
（事業完了日）   年  月  日                         （事業実施者の氏名）          

 
（ 税抜 ） 

名称※ 内容 数量 単価 金額 
（設計・工事監理費等）     
     
     
     

設計・工事監理費等 小計   円 
（火災安全改修工事費）     
     
     
     
     
     
     

火災安全改修工事費 小計   円 
工事費 小計   円 

 合計金額 円 
火災安全改修モデル事業に関する契約金額 円 

契約金額のうち、火災安全改修モデル事業以外の業務に係る金額 円 
補助金交付予定額 円 
申請者の支払額 円 

※ 中間報告時等に提出した見積書の項目との整合性がわかるように記入してください。なお、見積書における複数項目をまとめた内容とすることができます。 



第８号様式（第１７条関係） 
 

京都市建築物火災安全改修モデル事業対象建築物処分承認申請書 

 
（宛先）京都市長 年  月  日 
申請者の住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務

所の所在地） 

 

 申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名） 

 
 

（電話    －   －     ） 
 

京都市建築物火災安全改修モデル事業補助金交付要綱第１７条第２項の規定により補助対象建築物

の処分の承認を申請します。 
１ 補助対象建築物

の概要 
名称（棟名）  
所在地  

２ 補助事業の内容 補助事業完了日  
３ 交付額決定日及び番号     年  月  日 京都市指令都建安第   号 
４ 補助事業に要した費用の総額 

※ 補助金交付額に消費税相当額を含む場

合は税込金額とし、含まない場合は税

抜金額としてください。 

円 

□ 税抜金額   □ 税込金額 

５ 補助金交付額 
円 

□ 税抜   □ 税込 

６ 財産処分の内容 

処分の区分 
□ 交換       □ 譲渡（□有償 □無償） 
□ 担保に供する処分 
□ 貸付け（□有償 □無償）   □取壊し 

処分の目的 
 
 

処分の理由 
 
 
 

処分後の管理 
 
 

処分の期間 
開始日 ： 令和   年     月    日 
終了日 ： 令和   年     月    日 
（貸付け以外の場合は、開始日に処分日を記入すること） 

処分の対価 
 

 

（目的外使用及び貸付けにより発生する収益も記載すること） 

７ 補助金の返還 
返還額 円 

返還額の算出根

拠 
 

 

 


